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〈学年誌の時代〉をめぐる社会史的考察
―書店と戦後日本社会―

河 野　誠 哉

1．課題と方法

本稿は「学年誌」という切り口から、戦後日
本社会のひとつの断面を明らかにしていくこと
を目的とするものである。

ここでいう学年誌とは、学校階梯上の学年別
読者を対象として編集された雑誌群のことであ
る。このカテゴリーに該当する主要雑誌名とそ
の略歴を示すと、およそ表 1 のようになる。

一般的には「学年別学習雑誌」と呼称される
ことが多いが、本稿では「学習雑誌」としての
内容的な側面よりも、「学年別」という形態的
な特質のほうに照準を定めていることから、後
者に即した「学年誌」という呼称をとることに
した⑴。

表からもわかる通り、これらの学年誌は複数
の版元をまたぐなら、一時は小学校入学から高
校卒業までの全部の学年が出揃った時期もあっ
た。

品揃えだけではない。発行部数もまた相当な
ものである。

図 1 は、小学館発行の『小学一年生』誌の部
数等の推移を示したものであるが、1974 年の
ピーク時における最大発行部数は 116 万部、実
売部数でも 96 万 5000 部に達している。浸透率

（対象学年人口に対する実売部数の比率）でみ
ると、ピークはその前年の 1973 年のことで、
57.9% にも相当している。小学校への新入学生
の優に半数以上がこの雑誌を購読していたわけ
である。

ちなみに日本初のミリオン雑誌『キング』の
最大部数が 150 万部（1928 年 11 月増刊号）、
大衆雑誌の先駆けともいうべき婦人雑誌では、

『主婦之友』が最大 163 万 8800 部（1943 年 7
月号）とされている⑵。それに対して前記の『小
学一年生』誌の部数はあくまで 1 学年分のみの
数字であるから、これを小学校 6 年間の総計で
みるならば、単純に 6 倍ではないにしても、相
当の部数にのぼることが実感できるだろう⑶。
また、学習研究社発行の学年誌『○年の学習』
と『〇年の科学』は、1979 年 5 月号において
小学校全学年の合計部数が最高部数 670 万部に
到達している（学習研究社 1997，p.265）。時
代や状況が異なるため安易な比較は難しいが、
それは戦前の『キング』誌や婦人雑誌にも十分
に比肩しうる存在であったといえるだろう。つ
まりは戦後の一定期間、〈学年誌の時代〉と呼
べるような状況がたしかに存在していたのであ
る。

にもかかわらず、これまでの研究史において、
これら学年誌が積極的な研究対象として位置づ
けられることは、ほとんどなかったと言ってよ
い。

なるほどそれらは、たとえば『赤い鳥』のよ
うに格別に崇高な文芸運動を伴っているように
も見えず（河原 1998）、あるいは『山芋』や『山
びこ学校』のように、特別に注目すべき教育実
践 の 所 産 と い う わ け で も な か っ た（ 佐 藤 
1991）。ただ単純に商業的で通俗的としか見え
ないこれら学年誌群は、従来の児童文化史や教
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表１　主要学年誌とその略歴

【小学生向け】

小学館：『小学○年生』
1922 年　『小学五年生』『小学六年生』創刊。
1925 年　『セウガク一年生』～『小学六年生』が出揃う。
1925 年　学制改革により『コクミン一年生』～『国民

六年生』に改題。
1942 年　雑誌統合のため、学年誌６誌を『良い子の友』
『少国民の友』等に再編成。

1946 年　『コクミン一年生』～『コクミン三年生』復刊。
1947 年　学制改革により『小学一年生』～『小学三年

生』に改題。
1948 年　『小学四年生』～『小学六年生』復刊し、全

学年が出揃う。
2009 年　『小学五年生』『小学六年生』休刊。
2012 年　『小学三年生』『小学四年生』休刊。

二葉書店：『小学○年』
1946 年　『初等一年』～『初等四年』創刊。
1947 年　第５・６年誌も創刊のうえ、『小学一年』～『小

学六年』に改題。
1950 年　廃刊。

学習研究社：『○年の学習』と『○年の科学』
1946 年　『初等五年の学習』『初等六年の学習』創刊。
1947 年　『小学○年の学習』全学年が出揃う。
1951 年　『○年の学習』に改題。
1957 年　『科学の教室』創刊。
1962 年　『科学の教室〇年』全学年が出揃う。
1963 年　『科学の教室〇年』から『○年の科学』に改題。
2010 年　『○年の学習』と『○年の科学』共に休刊。

講談社：『たのしい○年生』
1956 年　『たのしい一年生』創刊。
1960 年　全学年が出揃う。
1963 年　休刊。

【中学生向け】

学習研究社：『中学○年コース』
1947 年　『中学一年の学習』『中学二年の学習』創刊。
1949 年　『中学三年の学習』創刊。
1950 年　『中学三年の学習』を『中学コース』に改題

のうえ市販化。
1957 年　『中学○年コース』に改題のうえ、全学年を

市販化。
1999 年　休刊。

小学館：『中学生の友　○年』
1948 年　『中学生の友』創刊。
1957 年　学年別に分化。
1963 年　終刊。

旺文社：『中○時代』
1949 年　『中学時代』創刊。
1956 年　学年別に分化。
1991 年　休刊。

【高校生向け】

旺文社：『高○時代』
1932 年　『受験旬報』創刊。
1941 年　『蛍雪時代』に改題。
1954 年　『高校時代』創刊。
1964 年　『高校時代』を『高一時代』『高二時代』に再

編成。
1991 年　『高一時代』『高二時代』休刊。

学習研究社：『高○コース』
1955 年　『高校コース』創刊。
1958 年　『大学受験コース』創刊。
1963 年　『高１コース』『高２コース』『大学進学コース』

の３誌体制へ。
1964 年　『大学進学コース』を『大学進学高３コース』

に改題。
1982 年　『大学進学高３コース』を『大学受験Ⅴコース』

に改題。
1995年　高１誌と高２誌を『高校Ｊコース』として統合。
1997 年　『高校Ｊコース』と『大学受験Ｖコース』を『べ

ス キャン』として統合。
1998 年　休刊。

� 資料：小学館社史調査委員会編『小学館五十年史年表』等により作成
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育実践史といった文脈からしてみれば、研究対
象としての魅力に欠ける存在だったといえるの
かもしれない。

しかしながら、そんな商業性や通俗性といっ
た諸特徴は、社会学的な観点からするならば、
むしろ積極的な研究課題としての資格を意味す
るものというべきだろう。実際、近年における
歴史社会学的なスタンスによる大衆雑誌研究の
進展は、まさしくそうした方向性において理解
す る こ と が 可 能 で あ る（ 佐 藤 2002， 阪 本 
2008，木村 2010，吉田ほか編 2012，竹内ほか
編 2014，など）。婦人雑誌から総合雑誌、芸能
雑誌に論壇雑誌まで、それぞれに照準の当て方
は異なるにしても、これらの雑誌メディアを取
りあげた近年の諸研究に共通するのは、それら
を消費し、あるいはそれらによって演出された
大衆的読者の生のあり様だといえるだろう。

そして本稿が学年誌に関心を寄せるのも、基
本的にはそれと同じ観点からにほかならない。
学年誌という切り口から、戦後日本の社会構造

とその変動の軌跡を読みとることができるので
はないかと考えるのである。戦後の一定期間、
学年誌がよく売れたことの意味をあらためて問
い直してみたいというのが、ここでのねらいで
ある。

となると、では一体どんなアプローチが有効
だろうか。

ここでもやはり、準拠点とするべきは前記の
歴史社会学的な雑誌研究群であるだろう。これ
らの諸研究は、それぞれ素材に対する照準の当
て方はもちろん、方法的にみても必ずしも一様
とはいえないが、あえて大胆に整理するなら、
そこには〈出版者―読者〉モデルともいうべき
アプローチ上の共通点を指摘することができる
ように思われる。たとえば読者という位相に照
準を定めるにしても、あるいは雑誌そのものの
もつメディア的な特性に光を当てるにしても、
基本的な図式として、情報の発信元と受容者と
いう二者関係が前提とされていたことに変わり
ないからである。
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図１　『小学一年生』の実売部数と浸透率の推移
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なるほど学年誌という素材を扱うばあいに
も、そうしたアプローチはおそらく一定の有効
性をもつにちがいない。誌面の内容を詳細に分
析していくならば、出版者（社）側の戦略や、
読者との相互作用など、新たに見えてくるもの
も少なくないであろう。しかしながら、対象学
年における浸透率が 50% を超えるような事態
となると、この雑誌の購読理由はもはや、子供
の学習に役に立つからとか、内容が面白いから
といった次元を、超越したところにあるとみる
べきではないだろうか。ただ素朴に「小学校に
上がったから」とか「よその家でも買っている
から」といった、いわば惰性的なものとか儀礼
的なもの、あるいは慣行化されたもののもつ効
果こそが、舞台背景のなかでも案外大きな部分
を占めていたように思えてならない。となると、
購買層を学年誌へと導いた“仕掛け”のほうこ
そが重要であるように思えてくる。

そうした観点から本稿では、学年誌の普及を
演出した重要なアクターとして、書店の役割に
注目してみることにしたい。このようなスタン
スは、従来の〈出版者―読者〉モデルに代わる

〈書店―読者〉モデルとでも呼べばよいであろ
うか。出版者（社）と読者とをつなぐ、いわば
媒介者としての書店の役割や利害に注目すると
いうアプローチがありうるのではないかと考え
るのである。実際、年代的な特性を考えてみて
も、大衆社会状況の“完成期”ともいうべき戦
後の高度成長期を中心とする期間に展開された

〈学年誌の時代〉を読み解いていくためには、
書店というファクターは、とりわけ重要な構成
要素であったように思われる。

以上のような目論見のもと、以下では特に小
学館発行の小学生向け学年誌（『小学一年生』
～『小学六年生』/ 以下、文脈によって「小学
館誌」と表記する）を中心的な研究対象として
位置づけ、適宜そのライバル誌の動向にも目配
りしつつ、その書店における販売のプロセスに

ついて検討を加えていくことにしたい。
なお、主要な資料としては、日本出版販売発

行の書店向け業界誌『日販通信』（4）を利用す
るほか、出版ニュース社発行『出版年鑑』や出
版科学研究所編『出版指標・年報』の各年度版、
ならびに小学館社史等の記述によって内容を補
っていくことにする。

2．〈学年誌の時代〉

書店の問題へと向かう前に、まずは予備作業
として、小学館誌を中心に出版社側からみた〈学
年誌の時代〉なるものの全体像について概観し
ておくことにしたい。

今日、小学館といえば、講談社の音羽グルー
プと並ぶ大手出版系列グループの一角を占める
一ツ橋グループの中核企業として、出版界に大
きな地歩を占める存在といえるが、その礎を築
いたのはまさしく学年誌であった。というより、
小学館こそは学年誌というジャンルの開拓者で
あり、そして学年誌発刊の構想とともに、この
出版社はその歩みを始めたのだった。

小学館の創業者・相賀武夫が『小学五年生』・
『小学六年生』を創刊したのは 1922 年のことで
ある。そしてその 3 年後には全学年が出揃い、
さらに、より低年齢層向けの『子供園』と『幼
稚園』を創刊して「八大学習雑誌」として売り
出したのが 32 年のことであった。その後、戦
時統制による雑誌統合や敗戦後の休刊をはさむ
ものの、1948 年までには全学年の復刊を果た
し、それから順調に販売実績を築いていくこと
になるのである。

もっとも、「順調に」というのはあくまで結
果論にすぎない。すでに戦前の創刊当初から類
似誌の乱立に見舞われていたが、敗戦後は用紙
調達の不如意から、二葉書店など他社の先行を
許し、出遅れを取り戻すのに苦慮した事実が社
史には記されている（小学館 2004，pp.119-
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124）。
また 1950 年代には、出版界の雄・講談社が

学年誌市場に参入したことによって熾烈な攻防
戦が繰り広げられてもいるが、このシェア争い
は最終的には講談社の撤退によって幕を下ろし
ている（5）。

そして、小学生向け学年誌市場における小学
館の最大の競合相手は学習研究社（以下、「学研」
と表記する）であった。学研発行の『○年の学
習』と『〇年の科学』は、小学館誌と同じ学年
誌とはいっても、流通経路として「市販ルート」
をとらなかったことが大きな特徴である。すな
わち、一般書店を介さない「直販ルート」の確
立によって大きな成功を収め、小学館とは長期
にわたってしのぎを削る関係が続いたのだっ
た。見方を変えるなら、そうした競争の効果も
また、学年誌の市場規模拡大の背景のひとつで
あったといえるだろう。

図 2 は、小学館誌以外も含む小学生向け学年

誌全体の発行部数の推移を示したものである。
前出の図 1 とあわせて俯瞰してみると、本稿の
いう〈学年誌の時代〉のおおまかな輪郭が確認
できるだろう。

小学館を嚆矢とする学年誌は、戦前にはすで
にブランドとしての地位を確立していたとはい
え、大衆誌としての歩みを本格化させたのは敗
戦後のことである。1950 年代において、いわ
ゆる「団塊の世代」の小学校入学を機に部数拡
大に向けた大きな足掛かりをつかむと、60 年
代を通して成長を重ね、そして「団塊ジュニア
世代」が小学校に上がるようになった 70 年代
には、ライバル誌とともに発行部数のピークを
迎えることになる。ちなみにこの頃には、中学
を経由して高校までの全学年向けの対象誌が出
揃っていたことは、前出の表 1 にも示されてい
たとおりである。

しかしやがて 80 年代になると、その勢いに
は徐々に陰りが見え始め、その後も発行は続く

図２　小学生向け学年誌の推定発行部数の推移
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ものの、90 年代以降ともなると、すでにかつ
ての面影は大きく失われていたといえる。実際、
中学生向けや高校生向け学年誌のほうは、小学
生向けよりも一足先に 90 年代にはすでに老舗
学年誌の休刊が相次いでいる。

となると、たんなる発行期間と同義ではない
実質的な意味での〈学年誌の時代〉というのは、
もちろん正確な時期区分は難しいにしても、急
成長をはじめた 1950 年代から、70 年代のピー
ク時を経て、およそ 80 年代までの期間という
ことになりそうである。

3．書店経営のなかの学年誌

では、かつての書店業界において、学年誌と
は一体どんな存在だったのだろうか。

書店向け業界誌『日販通信』の記事から見え
てくるのは、学年誌こそは書店の基幹商品とし
て位置づけられていたという事実である。とり
わけ部数拡大期である 1950 年代から 60 年代あ
たりの時期においては、学年誌の定期読者の開
拓は書店経営の安定化のための基盤作りとして
イメージされていたことが確認できる。そして
こうした認識は、整理してみるなら、いくつか
の次元によって構成されていたと言えそうであ
る。

第 1 にそれは、学年誌そのものの形式的特性
に関わる。すなわち、小学校への新入学時点に
おける定期読者の獲得は、そこから数年間にわ
たる常客の確保につながるという発想がそれで
ある。

小学一年生の児童一人を定期読者として獲得
すれば、この児童が大体において中学卒業ま
での九年間の御得意となり、その利潤は莫大
となります。何の商売もそうですが、要する
に最も必要なのは常連を一人でも多く獲得す
る事で、それが生命線ともなります。（『日販

通信』1952.11 月下旬号）

「小学一年生」四月号の定期読者獲得は、御
存知の通り「中学生の友」「女学生の友」ま
で向う六ヵ年乃至十ヵ年の定期読者として実
を結び、お店としても大切なお客様となる訳
で、…（後略）（『日販通信』1953.2 月上旬号）

書店さんが一たび「一年生」の読者を獲得す
れば向う何ヵ年かのお得意様を持つことにな
るのですから、この好機を見逃してはなりま
せん。（『日販通信』1958.3.5）

かつて小学館の創業者・相賀武夫が学年誌を
構想した際に、業界内部の周囲からは、もっぱ
ら成功の見込み薄という評価が大勢だったとい
う。ただでさえ決して売れ筋とはいえない子供
向け雑誌を学年別にすれば、読者層が割れて、
余計に売れなくなるだろうという理屈からであ
る（小学館 2004，pp.37-38）。

結果から判断するなら、この理屈はまちがっ
ていたことになる。雑誌の購買層の「セグメン
ト化」というマーケティング戦略が注目される
ようになるのはずっと後の時代のことである
が、冷静に考えてみると、じつは「学年別」こ
そは究極のセグメント化であったと言えるだろ
う。しかしそれは、想定購買層の単なる絞り込
みではなかったという点がここでは重要であ
る。それはセグメント化であると同時に系列化
でもあったわけで、なるほど学年別なればこそ、
第 1 学年での定期読者の獲得は、そのまま数年
間にわたる固定読者の確保へとつながっていく
ことが期待できたのである。

しかしながら書店にとってのメリットは、た
だそれだけではなかった。第 2 に、学年誌の購
読をきっかけにして他の商品の購買にも結び付
くという波及効果が期待されていたことにも、
ここでは注目しておきたい。
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「小学一年生」の定期読者の獲得は、他の雑
誌の読者も増える。これによる副産物も大き
いです。（『日販通信』1955.1.15a）

具体的には、辞典類や学習参考書、文具類な
どの学習関連商品を買ってもらえるとか、母親
向けの婦人雑誌の注文につながるなどがその例
である。こうした波及効果はじつは、外売とい
う営業スタイルとも深く関わってくるところな
のであるが、そのことについては後でまたあら
ためて論じることにしたい。

そして第 3 に、学年誌の読者層の開拓は、将
来の読書人口の創出につながるという、いささ
か壮大な意味づけすら、しばしば言明されてい
た。『小学一年生』誌の編集長による次のよう
な発言は、その典型といえる。

口幅ったいことを言えば、最初に読む雑誌な
わけですし、また小学館に限らず、出版界全
体の最初にくわ入れするのが、『小学一年生』、
そういう意味で、「一年生」という雑誌が出
版界の中でじゃんじゃん売れれば、将来の読
者層を開拓していくことができるのではない
かと思います。（『日販通信』1967.4）

つまり学年誌こそは、これからの出版産業を
下支えする購買層を、いわば育成していくため
のフロンティアに位置しているのだという商品
イメージである。

してみると書店にとって学年誌とは、単なる
取扱い商品のひとつという以上の、きわめて戦
略的な意味あいをはらんだ存在だったというこ
とができそうである。単純に学年誌そのものの
売上げだけには還元できない、書店経営におけ
る複合的なメリットが期待されていたことにな
る。

ある書店経営者による以下の叙述には、学年
誌と書店経営とを取り結ぶ、そうした予定調和

的な未来への期待が、明快に表現されているよ
うに思われる。

小学一年生の拡売、中学時代・コース一年等
のお奨めが長年に渉るお客様となり、明日の
繁栄の基を約束してくれるだろう。学習雑誌
の定期読者の名簿は書店の宝である筈だ。児
童図書、参考書、百科事典等の販売には先ず
第一に選び出される好客層として、ダイレク
トメールに訪問販売に生かされる。その客層
がやがて成長して一人前になった時、幼い時
代に毎月雑誌を買った「私のそしてあなたの
店」で家庭の本はもちろん次の時代の子供の
ためにまた雑誌を買って下さるだろう。（『日
販通信』1968.3）

4．書店文化の日本的特質

もちろん、学年誌にまつわるこうした定型的
な言い回しは、出版社サイドによって演出され
た商品イメージであったという一面もないわけ
ではない。しかしながら、この当時の書店経営
の置かれた実情に即して考えてみるならば、「明
日の繁栄の基を約束してくれる」という学年誌
イメージは、まんざら根拠のない誇張というわ
けでもなかったように思われる。書店側にとっ
ても、それは相応のリアリティをはらんだ認識
だったのではないだろうか。

このことは、日本の書店経営の形態的特質と
も深く関わってくる論点であるだろう。そのこ
とについても、少しばかり論じておくことにし
たい。

たとえば欧米通の識者によるエッセイ風の書
き物のなかで、外国の本屋には雑誌が置かれて
いないという事実が紹介されることがある（桑
原 1995）。すなわち、彼の地において雑誌類が
販売されているのは、本屋とは別種のマガジン
ショップやニューススタンドであって、書店と
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はもっぱら書籍を扱っている場所であるにすぎ
ない。日本の本屋のように、書籍に加えて、華
やかな表紙を備えた雑誌類がにぎやかに店頭を
飾るようなことはまずない。裏返して言うなら、
本屋で雑誌が販売されているという事態は、意
外にも日本的な書店文化にほかならないという
わけである。

しかしながら、ここで「本屋で雑誌が販売さ
れている」という言い方は、なるほど見かけ上
はそうであるにしても、発生史的な観点からす
るなら必ずしも正しい書店理解であるとは言い
難い。

出版史研究において明らかにされているとこ
ろによると、近代日本において出版流通ルート
の整備は、書籍に先んじてまず雑誌のほうで進
んだ。書籍流通ルートがいまだ未整備のところ
に、取次業を通じた雑誌流通ルートの確立が先
行して実現し、こうして築かれた雑誌流通ルー
トのうえに、書籍がいわば相乗りするかたちで
もって現在のような日本独特と言われる書籍・
雑誌の同一流通ルートが形成されていったわけ
である。ちなみに多くの諸外国では、雑誌販売
が書籍ルートからは切り離された新聞ルートに
準じて展開されてきたために、前述のように雑
誌を扱わない本屋が現在でも主流であるのだと
いう（柴野 2009）。

してみると、「本屋で雑誌が販売されている」
のではなく、「雑誌屋で本も販売されている」
というほうが、発生史的には正しい日本の書店
理解だということになるはずである（6）。

かくして、欧米諸国のように高級文化の障壁
によって閉ざされたイメージとは異なる、開放
的で大衆的なスタイルの書店が、日本では広く
一般化することになった。あまり注目されない
事実であるように思われるが、書店文化のもつ
こうした日本的特質は、とりわけ戦後日本社会
における知識・教養の普及と大衆化のための、
意外に重要な社会的インフラの一部として機能

していたのではなかったろうか（7）。
ともあれ、日本の書店はその本質において、

本屋ならぬ雑誌屋としての性格をはらんだ存在
であった。なるほど書店側にしてみれば、書籍
というのは個々の商品の売れ行きの見通しを立
てにくく、仕入れの安定的な確保もそれほど容
易ではない。それに対して雑誌の場合は、定期
刊行物という性格上、固定客を確保できれば、
あるていど安定的な売れ行きを見込むことが可
能である。いまだ零細・小規模経営が主流であ
った戦後初期の書店にとって、そうした経営事
情はおそらく切実なものであったと想像される
のである。

このように雑誌の販売こそは、日本的な書店
経営にとって重要な基礎にほかならなかった。
そして戦後のある期間において、その最前線に
位置していた重要なひとつが、まさしく学年誌
だったということになる。

5．学年誌の販売テクニック

さて、学年誌が書店経営の基盤作りにつなが
る基幹商品だったのだとすると、その定期読者
獲得のための適期は、想定読者たる児童の小学
校への新入学時点であったことはいうまでもな
い。『日販通信』誌には、1950 年代から 70 年
代にかけての新入学シーズンになると、頻繁に

『小学一年生』4 月号の拡販キャンペーン記事
が掲載されている。そこから書店の営業活動の
具体的な内容を概観しておくことにしたい。

一例として、「九ヵ年の定期読者をつくるに
は…こんな工夫で売りましょう」と題した
1953 年の記事をみてみることにしよう。「いよ
いよ待望の新学期も近づいて来ました。例年の
如く小学館の『小学一年生』の販売は殊に難し
いとされておりますが、新入学児童は昨年より
約五十万人の増加をしており今年こそ是が非で
も普及徹底の運動を展開して輝かしい御満足の
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行く実績を確保したいものであります」との導
入から始まり、拡販の積極的展開に向けた書店
への呼びかけがなされている（『日販通信』
1953.2 月中旬号）。メーカー側からは 4 月号売
上げの 1 部につき 10 円の報奨金が用意され、
各書店には「入学の手引」、「祝入学配達カード」、

「祝入学ポスター」といった宣伝物が配送され
ている。そして具体策として提案されているの
は、店舗や学校周辺へのポスターの貼付、新入
学児童のいる各家庭への勧誘、新入学児童が一
堂に会する入学前身体検査時における宣伝物の
配布、そして入学日当日の出張販売などである。

このテーマをめぐっては、上記のような出版
社側からの呼びかけ記事以外に、書店経営者ら
を集めた座談会企画も頻繁に組まれている。そ
こで出席した書店経営者たちが披瀝し合うの
は、自分たちが見聞し、あるいは実践した営業
方法の工夫の数々である。1956 年の座談会記
事から、実践例のいくつかを拾っておくことに
しよう。

島根県の益田の或る書店さんは、自転車の配
達箱のボディの両側にポスターを張り後へは
宣伝用のビラなどを挟みこんで、街を廻るん
です。そして、子供がよって来ると、「今度
一年生へあがる者は誰と誰ですか」ときいて、
ハイと手をあげた子にまず鉛筆とチラシをや
る。そして、「坊やのお家はどこですか」と、
坊やの案内でその家庭を訪問し、効果をあげ
ているそうです。（『日販通信』1956.2.1）

園児の家庭は大体裕福で、雑誌を買ってくれ
る販売の対象ですから、家庭訪問ばかりでな
く、平素から幼稚園とも連絡して、働きかけ
るといいと思いますね。（同上）

町内とか字には、たいてい顔のきく主婦が幾
人かいますね。当日学校では、この母親に主

力を集中して、予約をとってもらえばほかの
母親は、たやすく買ってくれると思います。

（同上）

ランドセル販売店とタイアップしてやってい
るお店もありますね。（同上）

浴場には、ポスターを張るだけでなく、さら
に番台でも申込を受付けられるようにすると
効果的だと思います。…（中略）…お湯屋は、
色刷りのポスターが多いから、張る場所をよ
く選ぶことです。女湯を主眼にした方がよい。

（同上）

紙芝居の利用もいい。本の宣伝に、それを利
用している書店さんもある。手引や申込書な
どを貰いそこなった子供たちは、後でお店へ
貰いに来るそうです。（同上）

なお、書店におけるこれらの拡販活動のなか
でも、特に重視されていたのは新入学者名簿の
入手であった。いうまでもなく、その確保の正
否こそが売り込みの効率を大きく左右するから
である。

名簿の入手元は幼稚園や教育委員会である。
そして入手した名簿をもとに、児童のいる家庭
へと戸別訪問による勧誘が積極的に展開されて
いった。

私のところでは、一月なかばから始めていま
す。教育委員会で名簿の纏まるのが十二月十
日頃ですから、新入生の名簿は年末に写しと
り、正月に整理して、訪問係はいまどしどし
やっていますよ。（『日販通信』1955.2.15）

まず名簿を作ること。そして足で売り、あと
は“宛名広告”をすることです。名簿を完備
した書生さんが「入学おめでとうございます」
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と「一年生」の内容を宣伝した葉書を送って
成功した実例もあります。どこからうちの子
どものことを知ってくれたのかしらと、母親
の嬉しい気持ちも手伝ってお得意になったと
いうことです。（『日販通信』1958.3.5）

名簿の入手方法といい、訪問されて勧誘を受
けた母親側の反応といい、個人情報の取り扱い
に対する世間の目が厳しくなった昨今の水準と
引き比べてみると隔世の感を禁じ得ない。もっ
とも、裏返すならそれは、地域社会の密なネッ
トワークのうえに往時の書店文化が息づいてい
たことの証左とも受けとれる。そんな書店的基
盤の上に、学年誌は部数を伸ばしていったので
ある。

6．直販誌との攻防

書店向け業界誌である『日販通信』における
学年誌拡販キャンペーン記事の中には、学年誌
市場における書店の対抗勢力についての言及も
頻繁に登場している。学年誌と書店の布置関係
を示すエピソードのひとつとして、そのことに
ついても取り上げておくことにしたい。

小学館誌をはじめとする市販学年誌を扱う書
店経営者たちにとって、忌々しい商売敵という
べき存在は学校直販誌であった。小学館誌の拡
販キャンペーン記事のなかには、「書店様のス
キを狙う学校直販は、書店販売の敵です」（『日
販通信』1956.1.15）のような過激な文言がしば
しば登場してくるのである。

さすがに具体名は伏せられているものの、こ
こでいう「学校直販」が学研の学年誌であるこ
とは言うまでもない。敗戦後まもない 1946 年
に創業した当初は弱小出版社にすぎなかった学
研が、新雑誌は創刊したものの、当時は取次業
の独占事業体であった日配（日本出版配給統制
株式会社）からは相手にしてもらえず、創業者・

古岡秀人のアイデアで苦肉の策として始めたの
が学校を通じた直販システムであった。敗戦後
の公職追放によって退職を余儀なくされた元校
長や有力教師を「直配部長」として数多く雇い
入れ、学校にも顔が利き、多くは地元の名士で
もあった彼らの人脈を活用しての営業活動は、
結果的に大きな成功を収めることになった（学
習研究社 1997，pp. 55-56）。

学校を通じて定期読者を募り、集金袋を配っ
て代金も集め、学校内で雑誌を手渡しするとい
うこの方式は、教師による推奨の効果や、子供
どうしの横の関係による「友釣り」効果が見込
まれるだけに、なるほど一般の書店にしてみれ
ば目障りな存在であったにちがいない。たとえ
ばある時期の小学館と講談社の間の攻防戦のよ
うに、同じ市販ルート内部での複数の出版社間
の競争であったなら、書店側にも思わぬ漁夫の
利が期待できるかもしれないが、「市販vs.直販」
という構図のもとでは、直販誌の伸張は、本来
なら書店にもたらされるはずの利潤のたんなる
浸食でしかないわけである。版元も取次もその
ことを深く承知していただけに、書店を大いに
鼓舞し、書店側もまたよくそれに応えた。

最近の学校直販雑誌は困ります。あれに対抗
するには、やはり足で歩くより仕方がありま
せん。（『日販通信』1955.1.15a）

書店側の戦略のなかでも面白いのは、新入学
児童の入学前の数か月間こそが、学校直販誌撃
退の好機と考えられていたことである。出版社
側からは、たとえば次のような呼びかけがなさ
れている。

まだ新一年生は学校に入学していないので学
校直販は行われていません。この絶好機を逃
さずに貴店の定期読者を確保し、入学してか
ら学校直販をうけつけないよう、貴店の実力
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を発揮するのは一月から三月のいまです。
（『日販通信』1955.1.15b）

新入学児童が学校に上がってしまうと、前述
したような学校直販誌に有利な条件が整ってし
まう。したがって児童らの入学前の早い段階の
うちに定期読者を取り込んでしまおうというわ
けである。

このように書店という要素を組み込んだ視点
から出版史を眺めてみると、学年誌市場におけ
る小学館と学研のあいだのシェア争いを、単純
に出版社間の攻防戦としてのみ捉えるのでは必
ずしも十分ではないことに気づかされる。販売
の現場では、全国の書店経営者たちを巻き込ん
だ虚々実々の駆け引きが、日々展開されていた
のである。

7．前提条件としての外売方式

ところで、これら学年誌関連記事を通覧して
いくなかで強く印象づけられるのは、この時期
の書店における外売活動のもつ意味の大きさで
ある。

ここでいう「外
がい

売
ばい

」とは、店員が家庭や職域
などの得意先を訪問して、つまりは店舗の外で
販売活動を展開することである。書店的な文脈
でいうなら、要するに注文取りや商品の配達が
それに相当する。ちなみに対概念は「店売」で
ある。

したがって、前節までに登場してきたような
定期読者獲得策としての戸別訪問は、まさしく
外売活動の一環にほかならないということにな
る。1950 年代頃の書店業界では、この外売の
もつ経営上の意義が、とりわけ強く意識されて
いたことが確認できる。

外売が非常にものをいいますので、個別訪問
は二回、三回と発売直前まで努力し、入学の

手引、チラシ、申込書、配達カードなどを持
参して、定期注文をとります。又新入学の子
供さんの読物については、父兄の関心を大い
に高めて『小学一年生』一本に集中させるた
めに、新年早々からこの推薦状や申込書など
を折込チラシとして配り、準備をととのえて
おきます。（『日販通信』1955.1.15a）

そして定期注文された学年誌は、多くの書店
では、店員による配達によって個々の家庭へと
届けられていた。学年誌 1 誌をきっかけにして
関連商品や他の雑誌も売れるという波及効果が
見込めるのも、ひとつにはこの外売によるとこ
ろが大きかったことになる。下記に引用する座
談会記事中のやりとりからは、そうした状況の
一端が明瞭にうかがえるだろう。

司会　そして具体的には、足で売ることが一
番だということですね。

岡田　やっぱり家庭訪問は大事です。宣伝物
だけに頼っていてはだめですよ。

浅井　そうした場合、例えば百円位の雑誌を
配達して歩いてもあわない、と思う方もあ
るかも知れませんが、その折々に婦人誌や、
他の本も売れることもある。足で歩くとい
うことは、種をまくつもりでおやりになる
ことですね。そうしているうちにずい分新
しいお得意さんや定期部数がふえたという
話も聞いております。

司会　配達の時なども、一冊だけ持って行く
のじゃなく、いろいろ持って行ってお見せ
すれば案外欲しくなるのが心理ですからね。

� （『日販通信』1958.3.5）

現実の経営面においても、外売部門は多くの
書店にとって欠かせない収入源だったようであ
る。表 2 に示したのは、1955 年に実施された
東京都内書店の実態調査からのデータである
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が（8）、店の規模は今日的な感覚からすると信
じられないほどに小さく、そして店売だけで経
営が成り立っているという書店は全体の 18%
弱にすぎなかったことがわかる。

外売部門こそは当時における書店経営の要の
ひとつであり、そしておそらくは学年誌の販売
においても大きな存立基盤であった。定期読者
獲得のための、書店による旺盛な拡販活動と並
んで、家庭への毎月の雑誌配達という便宜もま
た、学年誌の伸張を可能にした重要な構成要素
だったのではないだろうか。

8．外売の困難化

しかしこのように書店の外売活動を、学年誌
の隆盛を可能にした重要な基礎的条件のひとつ
として位置づけてみると、その土台は早くも
60 年代にはじわじわと浸食されはじめていた
という事実もまた、同時に確認することができ
る。その最初の大きな契機となったのは、未曽
有の経済成長を背景とする人手不足であった。
『日販通信』誌上には、たとえば 1960 年 6 月

号において、「人手不足はどこもおなじ―販売
促進の実をどうして挙げるか」というタイトル
の座談会が組まれている。座談会に参加した書
店経営者たちは口々に、「実際問題として求人
広告を新聞に出してもほとんどきません」、「配
達売りとか外売はある程度やってやめようかと

思っています」、「いなかのほうに頼んでいるん
ですが、やっぱりなかなか来てくれませんね」
といった嘆息をもらしている（『日販通信』
1960.6）。

あるいは 62 年 5 月号に掲載された記事タイ
トルは、そのものずばり「外売縮小―売れる店
売から売る店売への心がまえ」である。「外売
をさせていた優秀な店員が、出入り得意先の大
企業の社員にスカウトされてしまった。それか
らというものは、社員募集をしている得意先に
は、書店のご主人みずからが担当しているとい
う笑えない事実が語る店員不足である」（『日販
通信』1962.5）とある。

さらに 65 年 1 月号には、経営学者・川崎進
一による「一九六五年度の書店経営はどうある
べきか」と題した論稿が登場している。この論
稿のなかで川崎が提言するのは、人手不足のも
とでの書店の経営方針の思いきった転換である。

　これまでの経営や販売のやり方は、なにか
らなにまで、人手の充分にあることを前提と
してすすめられていた。これからは売上高よ
り、まずいかに生産性を上げるかを目標にし
た経営にならなければならない。
　そのためには、今まで何年もやって来たか
らというのではなく、はっきり合理化のため
に割り切り、すてることが、必要である。お
そらく、書店は、安い雑誌や週刊誌や安い本

表２　小売書店の状況（1955 年・東京都）

法人／個人の別
株式 有限 他の法人 個人 不明 計

15.8％ 22.0％ 9.2％ 51.1％ 1.9％ 100.0％

店の坪数
～5 坪 5～10 坪 10～15 坪 15 坪～ 不明 計

39.8％ 37.4％ 11.3％ 7.7％ 3.8％ 100.0％

店売と外売の比率
店売だけ

17.7％

外売比率
２割以下
44.0％

外売比率
５割未満
23.5％

外売比率
５割以上
10.7％

不明

4.1％

計

100.0％

� 資料：出版ニュース社編『出版年鑑』（1956 年版；p.34）より作成
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を配達したのでは採算に合わないであろう。
また買って貰えるので、切れないので、慣習
上やっているのである。第一、いくらのコス
トになるか計算したことがあるのだろうか。
しかも、それをさらに売掛にするなど原価計
算をしないといってよい。
　昔から、配達もし、貸しもしているので、
やめればお客が少なくなる。またはお客が来
ないと考えて、なかなか割り切らないでいる
のである。� （『日販通信』1965.1）

そして今後の方向性として示されるのは、店
員を雇わずにパパ・ママ・ストア的に経費のか
からない店にしてしまうか、あるいは店員を雇
うのであればその定着率を高め、経営効率も高
めた大型経営にするかという 2 つの道である。
従来の日本社会において一般的であったよう
な、しばしば住み込みを伴う年少労働者を雇用
して営まれてきた零細小売商の事業モデルが、
急速に成り立たなくなる時代状況が訪れたので
ある（加瀬 1997）。

前記 2 つの方向性のうち、川崎が推奨するの
は後者の道であることはいうまでもないが、こ
のどちらの場合にしても、ここで要請されてい
るのは外売の放棄にほかならない。実際、70
年代にかけての時期の書店業界では、人件費の
高騰とともに、それとは別の事情による経営状
態の好転という一面も手伝って、外売部門の縮
小化の動きが進行した様子がうかがえる。1970
年代の書店業界を回顧した記事には、そのあた
りの状況が次のように総括されている。

この十年間に“ブック戦争”によって、書店
のマージンは大幅にアップして、努力しなく
ても経営状態が良くなって、好況時の人手不
足もあって、「雑誌の配達はいたしません」
の看板が店頭を飾ったのも七〇年代だった。

（『日販通信』1980.1）

9．「微修正」戦略としてのパート主婦

ただしこの動きは、単純に一方向的に推移し
たわけではなかったらしいことも、急いで付け
加えておかなければならない。特に 70 年代も
後半以降になると、遅れてやって来た出版不況
への対応策として、書店業界では一転して外売
の再強化が叫ばれるようになっている（『日販
通信』1979.3，など）。

そしてこの間、書店側では、「ヘルパー」と
呼ばれるパート主婦を活用した外売活動が模索
されている。ここで配達や訪問販売員として主
婦を活用するという方策をめぐっては、しばし
ば外交上のメリットが挙げられていた。とりわ
け新興団地のように閉鎖的な雰囲気をもった住
宅地で販売員が受け入れてもらえるためには、
男性よりも女性、そこに暮らす主婦層と同じ主
婦であることが大いに有利に働くというわけで
ある（『日販通信』1977.5，など）。

しかし、実利的なメリットというなら、ここ
で主婦という存在が小売業を支える安価な労働
力として新たに見出されたという経営事情のほ
うが大きかったであろうことは明白であるだろ
う。ここには、高度経済成長の終焉以後の日本
の家族像の変貌が明確に映し出されているとい
える。

山田（2005）は、戦後家族史における 1970
年代半ば以降の時期を「戦後家族モデルの微修
正期」と捉えているが、そのことを示す指標の
ひとつとして挙げているのが、「妻のパート労
働者化」という家族行動の変化である。すなわ
ち、オイルショック以後の低成長時代を迎えて、
男性収入の伸びの鈍化が生じていたにもかかわ
らず、日本社会では「夫は仕事、妻は家事で豊
かな生活をめざす」という戦後家族モデルの基
本は揺るがなかった。欧米先進諸国でも同じ時
期に経済の高度成長が終わり、低成長時代に入
っているのであるが、欧米社会の場合は女性の
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正規雇用を一般化させるという、従来の家族モ
デルの大幅な転換によって、その乗り越えが図
られたのに対して、「妻のパート労働者化」と
いう微修正戦略によって乗り切ろうとしたのが
日本の家族の特徴だったというのである（山田 
2005，pp.161-167）。

このように「戦後家族モデル」に固執して変
革を回避し、微修正にとどめた日本社会の対応
は、「家族」をめぐる問題状況の先送りでしか
なかったと、山田は批判的に論じている。

ともあれ、家計補助のため、相対的に低賃金
の就労を厭わない既婚女性の存在は、この時期
における経営者側の利害にも合致するものであ
った。これらの女性労働力は、主にスーパーマ
ーケットでのレジ打ちやファミリーレストラン
のウエイトレスなどのサービス業へと吸収され
ていくことになるのであるが、書店業において
外売を託された「ヘルパー」たちもまた、そう
した群像劇のなかの一部であったことになる。

その意味では、「微修正」という見立ては、
じつは書店側にとっても当てはまるところであ
ったといえるだろう。ここで外売要員としてパ
ート主婦を活用するという方策は、厳しい経営
環境のなかでも従来からの書店経営モデルをな
んとか延命していくための「微修正」戦略にほ
かならなかったのである。

ちなみに学年誌市場における小学館 = 書店
の対抗勢力であった学研は、70 年代初頭に販
売組織の大改革を行い、それまでの学校を通じ
ての学年誌の直販方式から撤退し、家庭直販方
式へと転換を図っているが、この新しい販売シ
ステムにおいて個々の家庭への学年誌の配達を
担ったのは、「教育コンパニオン」と呼ばれる
女性スタッフたちであった。

書店側と同じく女性労働力を活用した学研の
家庭直販方式は大きな成果をあげ、79 年には
小学全学年合計の最高部数を達成したという事
実については、すでに言及したとおりである。

社史によると、一時は 3 万人を超えるコンパニ
オンが家庭直販の最前線を担っていたのだとい
う（学習研究社 1997，p.259）。

こうして眺めてくると、学年誌市場をめぐる
小学館と学研のあいだの攻防戦の要所のひとつ
は、まさしく兵

ロジスティクス

站の領域にあったということ
が強く実感される。雑誌メディアの生態を左右
する条件としては、それぞれの誌面内容の適否
もさることながら、個々の家庭に向けて「商品
をいかに届けるか」という、広い意味での
物
ロジスティクス

流 の問題もまた、意外に重要な位置を占め
ていたことが看取されるのである。

10. 退潮局面

さて、80 年代に入ると、学年誌の部数はは
っきりと退潮局面を迎える。下記に列挙したの
は、『出版指標・年報』（以下、『年報』と表記
する）の各年度版から、学年誌の動向について
短評した箇所の見出しの文字を抜き出したもの
であるが、これらから年ごとにこのジャンルの
市場が衰勢へと向かっていった様子が明瞭にう
かがえるだろう。

1980 年　低迷する学年誌
1981 年　浸透率が下がる学年誌
1982 年　学年誌の浸透弱まる
1983 年　学年誌の不振続く
1984 年　歯止めなし学年誌
1985 年　学年誌苦戦続く

『年報』の 1983 年版では学年誌低落の背景と
して、①対象児童数の減少、②娯楽的誌面の強
まり、③家計圧迫の影響、④学習塾・家庭教師
に頼るなど学習意識の変化、等の要因があると
分析されている（『出版指標・年報』1983 年版，
p.72）。なるほどいくつかの要因が考えられる
だろうが、しかし、〈書店―読者〉モデルとい
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うアプローチをかかげる本稿の立場からするな
ら、ここではこの時期における書店そのものの
変貌という事実のほうが気にかかる。

すなわち、80 年代に入る頃には、かつて駅
前や商店街で営まれていた類の小規模書店の多
くは勢いを失い、広大な売り場面積と駐車場と
を完備した郊外型書店の開業が相次いでいる。
そして他方では、市街地中心部でもコンビニエ
ンスストア等での雑誌のスタンド販売が台頭し
て く る と い う 変 化 が 進 ん で い っ た（ 能 勢 
1994，など）。かつて 60 年代の『日販通信』誌
上において経営学者による論稿中に示されてい
たような経営スタイルの変化が、いよいよ現実
のものとなっていったのである。

そして図 3 に示したとおり、書店業界におけ
る外売部門への依存度は大きく低下していっ
た。店舗への集客力に主眼をおく郊外型書店の
多くは外売部門を必須事項とはみなさず、そし
て従来型の街中の小規模書店の多くは、高い人
件費を使ってまで外売業務を行うゆとりを失っ

ていくのである。
こうした趨勢のなかで、市販学年誌の購買形

態が静かに変化しつつあったことを、『年報』
の 1989 年版は次のように報告している。

大都市圏では配達をほとんど行なわなくな
り、書店店頭で売れる割合は高まっている。

（『出版指標・年報』1989 年版，p. 149）

この記述がそうであるように、1980 年代後
半には、直販誌（= 学研）の低調に対する市販
誌（= 小学館）の一時的な好調が報告されたり
もしているが、それでも大局的には、学年誌の
全体的な退勢は挽回すべくもなかった。学年誌
がもはや「配達される雑誌」ではなくなってし
まった段階で、以前のような高い浸透率を期待
することは、すでに難しくなっていたのではな
いだろうか。

そしてまた、おそらくこの頃には、書店の側
にとっても学年誌は、かつてのような書店経営

図３　書店の外売比率の推移
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資料：日本出版販売『書店経営指標』（各年版）より作成
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の支柱といえるほどの基幹商品ではなくなって
いたと思われる。同様にまた家庭の側にとって
も、それは小学校へ上がった我が子に対して、
当たり前のように買い与えるべき必需品ではな
くなりつつあったのではないだろうか。

11. まとめと考察

〈学年誌の時代〉をめぐる、その書店的基盤
について考察を加えてきた。ここまでの知見を
まとめておくことにしよう。

戦後の一定期間、日本社会において学年誌が
広く浸透した背景には、地域密着的ともいうべ
き書店の力があった。当時の書店業界において
学年誌の定期読者の獲得は、書店経営の基盤作
りとして位置づけられており、だからこそ小学
校新一年生の入学シーズンには、毎年、書店に
よる旺盛な拡販活動が繰り広げられていた。そ
して定期予約された学年誌は、多くのばあい書
店員による配達によって個々の家庭へと届けら
れていたのである。

郊外の大型書店とは区別される、駅前や市街
地中心部に立地する小規模書店は、今日ではし
ばしばノスタルジックな意味合いを含んで「街
の本屋」といった表現で呼ばれることが多いが、
くだけて言うなら、要するにその「街の本屋」
こそが学年誌の普及を下支えした重要なインフ
ラであったというのが、ここでの最終的な結論
ということになるだろう。

1950 年代から 70 年代あたりにかけての時期
の、このような書店業界の様態は、おそらく小
売業全般に共通するものであったといえるだろ
う。配達や注文取りのために書店員が各家庭を
回る外売業務とは、業界内部でもしばしばそう
評されていたように、つまるところ「御用聞き」
の一形態にほかならなかったし（9）、そしてまた、
中央のメーカーからの営業指導を仰ぎつつ、地
域の販売店がコミュニティに根ざした営業活動

を展開していくという事業スタイルは、たとえ
ば電器店やミシン販売店において典型的にみら
れるそれとよく似ている（新 2012，Gordon 
2012）。戦後のある期間において、街の本屋で
学年誌がよく売れた状況というのは、商店街の
電器店で家電製品がよく売れた事情と、おそら
くは相同するものだったのである。

いうまでもなく本稿における探索は、「学年
誌」というテーマに関わる諸側面のなかでも、
ある特定の相貌を明らかにしたものに過ぎな
い。また、〈書店―読者〉モデルなるアプロー
チをかかげつつも、書店に対置されるもう一方
の極であるはずの読者（この場合は家庭）の側
の位相が、必ずしも十分には描き尽くされてい
ないことも本稿の限界といえるだろう。そこで
以下では、今回の探索のなかで見出すことので
きたいくつかの事実に触れながら、〈学年誌の
時代〉を現出させた諸契機についての仮説的な
論点を最後に示しておくことにしたい。

第 1 に指摘しておきたいのは、それが特定の
家族像のあり方と深く関わっていたであろうと
いう事実である。

たとえば書店における例の拡販キャンペーン
において、学年誌の売り込みを図るべき対象は、
ほとんど常に家庭の主婦であったことに注目し
ておきたい。こうした構図の前提にあるのは、
常に在宅して子供の教育担当者としてふるまう
という母親像である。それは、前出の山田（2005）
のいうところの「戦後家族モデル」における母
親像であることは言うまでもないだろう。

したがって戦後の家族像の変貌は、学年誌の
存立基盤に対しても相応の影響を与えていたで
あろうことは想像に難くない。たとえば学年誌
の購買環境をめぐって、『年報』の 1988 年版に
は次のような分析が示されている。

買い与える側のお母さん方が変わってきたの
ではないか。…（中略）…子どもが小学生に
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なると家庭の主婦がパートタイムで働きに出
るという割合は非常に高い。日中、家を留守
にするため書店の配達・集金はやりにくくな
っている。これは直販雑誌にも同じことがい
える。（『出版指標・年報』1988 年版，pp. 
162-163）

書店の外売要員として主婦のパートタイマー
の活用が模索された事実については前述したと
ころであるが、ここで「妻のパート労働者化」
という家族形態の変化は、他方で外売業務の前
提そのものをも突き崩していたことになる。書
店経営手法としての外売の縮小化の趨勢は、単
純に書店側の事情によるばかりでなく、雑誌の
購買層たる家族側の変容をも投影していたわけ
である。

そして第 2 に触れておきたいのは、学年誌が
よく売れたという時代状況の背後には、正統文
化の供給源としての学校システムへの信頼が前
提とされていたであろうという事実である。

たとえば新入学シーズンにおける小学館誌の
新聞広告には、保護者に向けた教育学者らによ
る推薦文が掲げられていたし、『日販通信』誌
上における例の拡販キャンペーン記事のなかに
は、地元の学校教員による推薦をとりつけて宣
伝につなげるという販売テクニックが示されて
もいた（10）。また、学研の学年誌にいたっては
当初は学校直販ルートだったわけで、それは学
校的な権威の存在をより直截的に営業戦略のな
かに組み込んだ販売方式だったということがで
きるだろう。

というより、そもそも市販ルートにせよ直販
ルートにせよ、「学年誌」という形式そのものが、
学校化されたライフコースを前提としたカテゴ
リーであることが重要である。「学年別」とい
う極めて学校的なセグメントによって購買層が
仕切られた商業誌が成立しうるという事態は、

「○年生」という学校的なアイデンティティで

もって未成年者を捉える感性の社会的浸透を前
提としていることは言うまでもないだろう。そ
んな形式をまとった雑誌メディアの盛衰には、
人々の学校システムとの関わり方の変化がおそ
らく投影されていたはずである。

実際、1950 年代から 70 年代にかけての学年
誌の部数拡大局面は、高校や大学への進学率が
急速に上昇していった期間とおおむね重なって
いる。かつて我々の社会の内部には、「学問は
商売の邪魔になる」とか「学問をすると生意気
になる」などといった、学校に対抗的な庶民文
化もまた根強く残存していた（竹内 2011，p. 
45）。それに対して、戦後、学年誌が伸張して
いくプロセスには、日本社会からそうした対抗
文化が一掃され、学校システムの正統性に対す
る（あるいは「信仰」ともいうべき）素朴な社
会的信頼が広く行き渡っていったという変化が
映し出されていたように思えるのである。

さらにこの伝でいくなら、その後の学年誌の
退潮局面には、一面において、学校信仰のゆら
ぎが投影されていたという見立てが可能になっ
てくるはずである。これもまた実際のところ、
校内暴力や不登校、いじめ自殺など、学校教育
の影の側面が次々に社会問題化していったの
は、たしかに 80 年代以降の出来事であった。〈学
年誌の時代〉がピークに達したころ、日本の学
校システムもまた、おそらくはある種の臨界点
に到達していたのである。とりわけ 90 年代以
降の学年誌の衰勢には、学校システムに対する
社会的信頼の「失墜」とは言わぬまでも、人々
が学校的アイデンティティから「離脱」してい
くプロセスが、象徴的に示されていたとは言え
ないだろうか。

このように考えてくると〈学年誌の時代〉と
は、書店の業態にせよ、家族の形態にせよ、学
校教育の位置づけにせよ、日本社会において一
定期間持続した、ある種の戦後体制というもの
を映し出していたように思えてくるのである。
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〈注〉
⑴　学年誌もある時期からは、学習雑誌というよ

りも学年総合誌としての色彩を強めていったよ

うに思われる。そうした事情も勘案しての判断

でもある。

⑵　これらの発行部数については、塩澤（1994，

p.75）、ならびに「主婦の友社小史」（インターネ

ット「主婦の友社ホームページ」http://corpo­

rate.shufunotomo.co.jp/?cat=5/ アクセス日 2014

年 10 月 20 日）に依拠した。

⑶　一般に学年が上がるほど部数は逓減すること

が知られている。

⑷　『日販通信』は 1950 年創刊。当初は月 2 回発

行で、57 年頃より月刊。

⑸　ちなみに中学生向けの学年誌市場においては、

小学館は他社の優勢を前に苦戦を強いられ、60

年代初頭には早くも撤退を余儀なくされている。

⑹　この論点に関しては、小さな傍証を挙げてお

くことにしたい。小田（2003）は、日本の近代

出版流通システムが整備されていく過渡期の様

相を描いた文学作品のひとつとして島崎藤村の

小説『破戒』（明治 39 年発表）をとりあげ、主

人公・瀬川丑松が信州の書店で運命の書に出会

う場面に触れているが、そこに挙げられている

『破戒』本文からの引用中には、「本屋」ではなく、

はっきりと「雑誌屋」という文字を確認するこ

とができる。「本町の雑誌屋は近頃出来た店。そ

の前には新着の書物を筆太に書いて、人目を引

くように張出してあった」（小田 2003，p.78）。

なお、これを引用した小田自身、書店は都市部

を除いて地方では雑誌店の色彩が強かったと述

べている（同上，p.76）。

⑺　いささか古い例示になってしまうが、「フラン

スの本屋へはいって第一に気がつくのは雑誌の

ないことである」という一文から始まる仏文学

者・桑原武夫の文章から引用しておこう（初出

は 1939 年）。「次にわれわれに勝手が違うのは、

はいって行くと、Que desirez, monsieur?（何を

差上げましょう）と聞かれることである。古典

はもとより、声価の定まった本は、ことに文芸

物ならたいてい揃えているし、そう聞くだけに

言えばすぐさがし出してもくれるが、散歩の帰

りにくわえ煙草でぶらりとはいって、書棚をの

ぞき込み、手あたり次第に題の面白そうなのを

買ってくる、そうした呑気さは少ないかと思わ

れる。だいいちカルチェ・ラタンなどをのければ、

至るところに本屋があるのではない。小売店の

数を統計に取ってみたら、きっと東京や大阪の

三分の一に遥かに及ぶまい。その代り個々の店

は資本が大きく、蔵書も多いわけである。お客

は自分のひいきの著者のものか、または自分の

信頼する評家の新刊紹介などにもとづいて、大

たい見当をつけてくるらしい」（桑原 1969， 

pp.26-27）。ここに報告されているフランスの書

店事情と引き比べてみるなら、日本の書店の開

放性、大衆性は明らかだろう。たとえば加藤

（1980）が戦後の日本文化の「中間文化」化の一

例として挙げている 1950 年代の新書ブームなど

は、新書という「雑誌的」な形態の書籍が、日

本式の「雑誌屋的」な書店で販売されていたか

らこそ可能であったとは言えないだろうか。

⑻　東京都出版物小売業組合傘下の 1042 書店に調

査票を配布し、532 書店からの回答をまとめたも

の。引用元である『出版年鑑』には「小売書店

として初の試み」と説明されている（出版ニュ

ース社編 1956，pp.33-35）。

⑼　たとえば次のような表現。「基本的に書店は昔

から配達してたわけですよ。御用聞きをやって

いたわけです」（『日販通信』1979.3）。

⑽　「特に学校の先生方に本をよくみて貰って良い

本だといわれたら、推せんしていただいて、そ

の推せん文をお客に流します。」（『日販通信』

1957.4.5）

〈『日販通信』引用記事〉
1952．11 月下旬号，「再び雑誌販路の拡張と定期
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読者の獲得について（白柳武雄）」p.12．

1953.2 月上旬号，「新学期の好機を迎え「小学一

年生」販売大報償発表 !」p.48．

1953.2 月中旬号，「「小学一年生」九ヵ年の定期

読者をつくるには…こんな工夫で売りましょ

う」pp.14-15．

1955.1.15a，「大量獲得の妙手を語る　好機近づ

く小学一年生の新規拡張（座談会）」pp.6-11．

1955.1.15b，「『小学一年生』販売拡張の絶好機迫

る !　九ヵ年間の定期読者はこの一冊から」

pp.70-71．

1956.1.15，「『小学一年生』新読者大量獲得の好

機来る ! 今すぐ四月入学お祝い号の販売対策

を」pp.58-59．

1955.2.15，「小学館『小学一年生』販売拡張 チャ

ンスは今だ ! 妙手アレコレ拝聴記」pp.10-15．

1956.2.1，「『小学一年生』4 月号の販売拡張　今

年はこれで行こう（座談会）」pp.36-42．

1957.4.5，「私はこうして売込んだ「たのしい一

年生」5 月号のために」pp.30-31．

1958.3.5，「売り方次第・研究次第 学年別雑誌販

売のチャンス（座談会）」pp.4-7．

1960.6，「人手不足はどこもおなじ―販売促進の

実をどうして挙げるか―（座談会）」pp.2-11．

1962.5，「外売縮小　売れる店売から売る店売へ

の心がまえ（下村彦四郎）」pp.16-21．

1965.1，「一九六五年度の書店経営はどうあるべ

きか（新潟大学教授・川崎進一）」pp.60-63．

1967.4，「田辺茂一連載対談　字を知らない過程

から読ませる苦心『小学一年生』（『小学一年生』

編集長・畠山洸一郎）」pp.18-23．

1968.3，「雑誌は重要な商品部門だ !（飯田泰敏）」

pp.17．

1977.5，「実例に学ぶヘルパー制導入の長所と展

開（座談会）」pp.4-19．

1979.3，「今の時代こそ外売を !（座談会）」pp.6-

18．

1980.1，「業界回顧　激動の七〇年代をふりかえ

って（片山昻士）」pp.42-45．
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